
5建設機械施工 Vol.72　No.10　October　2020

行政情報

電気事業法の改正のポイントや経緯等の解説
第 201 回通常国会における法律改正によって成立した制度を中心に

友　澤　孝　規・唐　井　達　樹・小　川　大　英

電力インフラ・システムは，私たちの日常や仕事の基盤を支える大事なものである。しかし，近年増加
している自然災害によって被災し，電力の供給がおびやかされるケースが発生しており，電力インフラ・
システムを強靱にすること（電力レジリエンス）の重要性が議論されている。これを踏まえ，2020 年 6
月に国会で可決・成立した「改正電気事業法」では，電気の安定供給確保のため，災害時連携計画の策定，
災害復旧費用の相互扶助制度の創設，広域系統整備計画の策定，特定卸供給事業者（アグリゲーター）の
創設などといった事項が盛り込まれた。
キーワード：�レジリエンス，災害時連携計画，相互扶助制度，日本版コネクト＆マネージ，広域系統整備

計画，マスタープラン，アグリゲーター，分散型電源

1．はじめに

2018 年夏に発生した北海道胆振東部地震では，北
海道全域が大規模停電（ブラックアウト）することと
なった。また，2019 年に日本を襲った台風 15 号・19
号では，広域的に送配電網が被災し，停電が長期化し
た。こういった昨今の激甚化する災害により，安定供
給確保のための電力インフラのレジリエンス強化の重
要性が再認識された。

本報においては，改正電気事業法における主要ト
ピックを大きく 3 つに分類し解説していく。
・第 2 章（災害時の連携の強化）では，災害時連携計

画の策定と災害復旧費用の相互扶助制度の創設につ
いて解説する。

・第 3 章（送配電網の強靱化）では，「プッシュ型」
の系統整備のため，電力広域機関が策定し，国へ届
け出る「広域系統整備計画」について解説する。

・第 4 章（災害に強い分散型電力システム）では，分
散型電源を束ねて供給力として提供する事業者（ア
グリゲーター）や指定供給区域制度の創設について
解説する。

2．災害時の連携の強化

災害が大規模化・長期化する中で災害復旧を効率的
に行うには，被災した一般送配電事業者による対応の
みならず，関係機関との連携をスムーズにする必要が

ある。実際に，2018 年北海道胆振東部地震や 2019 年
台風 15 号・19 号の停電対応においては，全国の一般
送配電事業者から被災地域の停電復旧応援や，自衛隊
や地方公共団体などとの連携を行った。しかしながら
2019 年の災害対応においては，一般送配電事業者に
よって復旧手順が異なるなどの理由で，応援にかけつ
けた全国の一般送配電事業者と効率的に連携できず，
また復旧作業を担う自衛隊や地方自治体など多くの関
係機関とうまく連携できなかったことが，効率的な復
旧の壁となった。

加えて，停電からの早期復旧を優先するためにはコ
ストの問題もある。災害等により被害を受けた電気設
備の復旧作業には，被害を受ける前の状態に復旧させ
る「本復旧」と，早期に停電を解消するため，後に本
復旧を行うことを前提として応急措置を行う「仮復旧」
の 2 つの方式が存在する。仮復旧をした場合は，後に
本復旧が必要となるため，設備復旧に係るコストが本
復旧と比較すると増大してしまう面を考慮するべきだ
が，仮復旧は本復旧と比較して復旧速度が約 2 倍にも
なりうるというメリットも存在する。一般的に，大規
模かつ突発的な停電の社会的コストは，仮復旧により
増大するコストを上回ると考えられることから，停電
を早期に解消する仮復旧は，最終的に要する社会的な
コストを低減させることが期待できる。しかしなが
ら，現状，災害復旧にかかった費用は，被災した一般
送配電事業者が負担する整理となっているため，復旧
速度を優先して追加のコスト負担が発生する場合，被
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災事業者が復旧対応を躊躇する可能性も否めない。
こうした問題を受け，改正電気事業法では，まず，

①一般送配電事業者に災害時連携計画の策定を義務づ
けることとなった。事前に計画をつくっておくこと
で，災害時における関係機関との連携をスムーズにす
ることが狙いである。連携を効率的に行うことができ
るよう，計画には，停電の早期復旧に向けた事前の備
えと災害発生時の協力，地方公共団体や自衛隊といっ
た関係機関との連携に関する事項が盛り込まれ，法施
行後の 2020 年 7 月 10 日には，一般送配電事業者 10
社による連名で経済産業省に届け出られた。

届け出られた計画の中では，被災エリアに応援に駆
けつけた一般送配電事業者が，電線被覆の剥取りを容
易にするため，全国の電線径に対応した「電線被覆剥
取工具（マルチホットハグラー）」を作成し配備する
ことや，電源車の位置・稼働状況について，モバイル

端末の GPS 情報等を活用し，復旧状況をリアルタイ
ムに把握するシステムを開発すること，道路復旧や倒
木処理等の役割分担や連携方策について地方公共団体
との協定締結を推進することなどが明記されている。
今後，災害対応の反省を踏まえて，さらに内容が充実
されていくことが期待される（図─ 1）。

また，②送配電事業者間で復旧にかかる費用をあら
かじめ積み立てておき，被災した際には積立から交付
される相互扶助制度を創設することになった。激甚化
する災害を全国大の課題としてとらえ，停電の早期解
消への対応を制度として円滑化するため，早期復旧に
係る費用を全国で支えていくことが狙いである。この
積立金は，ほかの電力会社から電源車などを派遣して
もらう場合に使われるため，被災したエリアからの応
援要請がしやすくなることが期待される。さらに，被
害を受けた電気設備に応急処置を行って復旧をする

「仮復旧」の費用にもあてられることで，早期の復旧
を促していく。

これらの制度を設けることで，災害対応を充実させ
るが，災害への対応に終わりはなく，制度の中身，運
用については，不断の見直しを進めていく。

3．送配電網の強靱化

（1）日本版コネクト＆マネージ
我が国の基幹送電線（各一般送配電事業者の上位 2

電圧の送変電設備等を指す。ただし，沖縄は 132 kV
とする。）は，再生可能エネルギーの導入量増加に伴
い，空き容量が無くなる等の系統制約が顕在化してき

図─ 1　�全国の電線径に対応した「電線被覆剥取工具（マルチホットハグ
ラー）」1）

図─ 2　日本版コネクト&マネージの概要 2）
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た。そこで基幹送電線の運用方法を見直し，送電線の
「隙間」に注目し既存送電網を最大限活用する観点か
ら「日本版コネクト＆マネージ」の取組を行ってきた

（図─ 2）。

（2）プッシュ型の系統整備
この「日本版コネクト＆マネージ」を推進しつつ，

それでも必要となる送電網整備を後押しするため，先
般国会で成立した「改正電気事業法」では，電力広域
機関が送電網の増強についての「広域系統整備計画」
を策定し，国へ届け出ることが業務づけられた。国は
届け出された計画が不適切と認められる場合には変更
を命令できるような仕組みとなっている。受理された
計画は，送配電事業者によって整備される。この「広
域系統整備計画」と，中長期的な系統形成についての
基本的な方向性となる「広域系統長期方針」を合わせ
て「マスタープラン」と呼び，どちらも電力広域機関
が策定することとなる。

最近では，全国の基幹送電線は発電事業者の提起に
よって整備する「プル型」の系統整備が多かった。プ
ル型の系統整備は発電事業者の要請に応じた系統が整
備されるものの，要請の都度系統を整備することで，
全体最適の観点では非効率な系統が整備されることに
なりうる。それによって，短期的には工事費用の増加
や，長期的な視点で電源ポテンシャルと調和しない無
秩序な系統整備を招くこととなる可能性がある。

一方，マスタープランでは，将来導入されうる再生
可能エネルギーといった電源開発のポテンシャルを踏
まえ，電力広域機関や一般送配電事業者が主体的かつ
計画的に対応する「プッシュ型」の系統整備が行われ
ることとなる。新たな系統整備は，国民負担を抑制す
る観点も盛り込まれ，限界費用が安価な再生可能エネ
ルギーの導入による電気料金の低下，環境負荷の低減
と系統整備による供給信頼度の向上といった 3 つの社
会便益と系統整備費用を勘案し，地域間連系線を含む
全国大の最適な広域連系系統の計画が定められる。こ
のマスタープランの策定を通じて，電力レジリエンス
の強化や再生可能エネルギーの導入促進，国民負担の
抑制を目指す。

4．災害に強い分散型電力システム

（1） 分散型電源を束ねて供給力として提供する特
定卸供給事業者（アグリゲーター）の創設

2018 年の北海道胆振東部地震での需給ひっ迫時に
おいて，経済産業省から自家発保有者等へ個別に連絡

を行い，供給力の積み増し要請を行ったが，こうした
1 件 1 件の供給力の掘り起こしには限界がある。これ
に対し，再生可能エネルギー等の分散リソースの供給
力を束ねて仲介する事業者（いわゆる「アグリゲー
ター」）を介してこれらの供給力にまとめてアプロー
チできれば，災害時における需給ひっ迫解消に効率的
に対応できることが期待される。また，アグリゲーター
を適切な義務や規制の対象とすることにより，規制の
適用関係が明確化されるとともに，事業の信頼性を高
め，ビジネス環境の向上につながり，ひいては自家発
電設備や，小規模再生可能エネルギー発電施設，蓄電
池などの分散リソースの更なる普及が期待される。

このため，自家発等の分散リソースを広く供給力と
して国が把握するとともに，分散リソースを束ねて供
給力や調整力として活用するビジネス環境を整える観
点から，アグリゲーターを特定卸供給事業者として，
｢改正電気事業法｣ に位置付けた。特定卸供給事業者
のライセンスは 2022 年 4 月の施行を予定しており，
その詳細設計の検討を進めているところだが，発電事
業者と同様に災害等非常時における供給力として期待
されることから，アグリゲーターライセンスに対する
義務は，発電事業者に対する規律を参考としつつ，事
業の特性に応じた内容とすべきである。そのため，自
家発や再生可能エネルギー電源等の需要家の分散リ
ソースを集約・調整の上，小売電気事業者，一般送配
電事業者，特定送配電事業者及び配電事業者に対して
電力卸供給を行う事業者について，発電事業者と同様
に経済産業大臣への届出制としている。家庭用のエネ
ルギーリソースを活用したアグリゲーターの新規参入
に当たっては，サイバーセキュリティの確保が必要と
考えられるところ，対策が不十分な事業者に対応する
観点から，変更命令の対象とすることが適当であり，
アグリゲーターに対し求めるべきサイバーセキュリ
ティ対策の詳細についても検討を進めている。

なお，小売電気事業者，一般送配電事業者，特定送
配電事業者及び配電事業者に対して卸供給を行うアグ
リゲーターのみに対して事業ライセンスの取得を求
め，小売電気事業者等への卸供給を行わず，他のアグ
リゲーターに対してのみ卸供給を行うアグリゲーター
についてはライセンスの対象外とすることとしている

（図─ 3）。

（2） 分散型電源を活用した遠隔地における配電網の
独立化

近年の台風被害では，山間部等で配電線に飛来物が
衝突し設備が被害を受ける場合や，被害箇所までの要
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路確保が倒木等により困難な場合があり，復旧に時間
を要した事例が報告された。こうした地理的制約によ
り事前の防災対策が困難なケースに対応するため，あ
らかじめ分散型電源（再生可能エネルギー，蓄電池，
コジェネ，電動車等）を活用することにより，災害時・
緊急時のレジリエンスを向上させる必要がある。

こうした台風による停電復旧の課題や電力需要の変
化を踏まえれば，山間地等の一部においては，今後，
長距離の送配電線を維持することより，特定の区域を
独立系統化して地域分散電源による電力供給を行う方
が，送配電網の維持コストの削減に伴い電力システム
全体のコストは下がり，同時に災害への耐性（レジリ
エンス）も高まるエリアが出てくることが想定され
る。このような主要系統から切り離された独立系統（遠
隔分散型グリッド）を通じた供給を行うため，一般送
配電事業者が系統運用と小売供給を一体的に行う新た

な仕組みとして，既存の離島供給の仕組みを参考とし
た指定供給区域制度の創設が ｢改正電気事業法｣ に位
置付けられた。

一般送配電事業者による特定の独立した地域への供
給では，主要系統からの送配電による供給との比較に
おいて「系統の更新投資・維持コストの合理化による
便益増加」と「電源投資や燃料費などの供給のコスト
増加」を踏まえた総合的な経済合理性の判断が必要と
なる。加えて，遠隔分散型グリッドに追加した電源の
事故による停電リスク増と，送配電線事故が減少する
ことによる停電リスク減などを総合的に評価した上で
の安定供給の確保を前提とすることが必要である。こ
のため，対象地域の選定について，こうした経済合理
性や安定供給性を国が確認することを前提に詳細な制
度設計の検討を進めており，2022 年 4 月の施行を予
定している（図─ 4）。

図─ 4　遠隔分散型グリッドの概要 4）

図─ 3　アグリゲーター制度の概要 3）
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5．おわりに

直近でも，2020 年の 7 月豪雨によって，九州や岐
阜県・長野県などを中心に大きな被害が出たが，2018
年の北海道全域にわたる大規模停電（ブラックアウト）
や西日本豪雨等から昨年の度重なる台風の影響等，近
年，数十年に一度と言われる規模の災害が立て続けに
起こっており，災害は日常的に発生するものとして備
えることが当然のものとなりつつある。日本の電力系
統は高度経済成長期に建設された設備が主であり，高
年化対策や設備更新のタイミングも迫っていることか
ら，レジリエンス強化に向けた対応はますます急務と
なる様相を呈している。

これらの災害の反省を活かす取組は端緒についたば
かりであり，災害は常に「想定外」の事態が起こり得
る中で，こうした対応に終わりはなく，常に改善を継
続する必要があるが，本報で述べたような政策が我が
国の電力インフラ・システムの一層の強靱化に向けた
取組になるべく，引き続き注力していくことが重要で
ある。

�
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